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 （注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。 

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。   

３．第81期第１四半期連結累計期間、第82期第１四半期連結累計期間および第81期の潜在株式調整後１株当たり

四半期(当期)純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

４．第81期第１四半期連結累計期間の四半期包括利益の算定にあたり、「包括利益の表示に関する会計基準」

（企業会計基準第25号 平成22年６月30日）を適用し、遡及処理しております。 

  

 当第１四半期連結累計期間において、当企業集団（当社および当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。 

  

   

第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次  
第81期

第１四半期連結 
累計期間 

第82期
第１四半期連結 

累計期間 
第81期

会計期間 
自平成22年４月１日
至平成22年６月30日 

自平成23年４月１日 
至平成23年６月30日 

自平成22年４月１日
至平成23年３月31日 

売上高 （百万円）  17,805  19,403  79,934

経常利益 （百万円）  1,133  2,318  6,641

四半期（当期）純利益 （百万円）  588  1,307  3,649

四半期包括利益又は包括利益 （百万円）  335  1,650  2,366

純資産額 （百万円）  117,325  119,408  118,567

総資産額 （百万円）  140,586  145,343  147,085

１株当たり四半期（当期）純利益 （円）  13.08  29.06  81.08

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益 
（円）  ─  ─  ─

自己資本比率 （％）  82.3  81.0  79.5

２【事業の内容】
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 当第１四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。 

 また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。   

  

 当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。  

   

 文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当企業集団（当社および当社の関係会社）

が判断したものであります。 

  

(1）業績の状況  

  当第１四半期連結累計期間（平成23年４月１日～平成23年６月30日）におけるわが国経済は、３月に発生した東

日本大震災後、サプライチェーンの寸断による生産や輸出の大幅な減少ならびに節電の広がりなどから急速に落ち

込みましたが、サプライチェーンの復旧とともに次第に回復しつつあります。しかしながら、電力の供給不安や円

高傾向が続いていることなどにより、先行き不透明な状況となっております。  

 このような情勢の下、当企業集団は、高付加価値製品の拡販に引き続き努めるとともに、コスト削減に取り組ん

でまいりました。材料事業では、印刷材料事業の譲渡による減収があったものの、半導体用フォトレジストが好調

に推移し、前年同期とほぼ同水準の売上を維持することができました。また、装置事業は、大型ガラス基板対応装

置の検収が進み、前年同期に比べ大幅に売上を伸ばすことができました。 

 この結果、当第１四半期連結累計期間における売上高は194億３百万円（前年同期比9.0％増）、営業利益は21億

４百万円（同87.7％増）、経常利益は23億18百万円（同2.0倍）、四半期純利益は13億７百万円（同2.2倍）となり

ました。 

  

 セグメントの業績は、次のとおりであります。 

  

① 材料事業 

 エレクトロニクス機能材料部門は、液晶ディスプレイ用フォトレジストは、液晶テレビ需要の低迷等により売上

は減少いたしましたが、半導体用フォトレジストでは、スマートフォン向けを中心とした半導体需要の堅調な推移

からエキシマレーザー用フォトレジストが好調に推移し、当部門の売上高は115億55百万円（同8.1％増）となりま

した。  

 高純度化学薬品部門におきましては、アジア地域は旺盛な需要に支えられ増加いたしましたが、震災の影響から

国内向け出荷が減少したほか、北米地域における製品価格の下落の影響を受け、当部門の売上高は57億30百万円

（同5.0％減）となりました。 

 この結果、材料事業の売上高は174億51百万円（同0.8％減）、営業利益は29億81百万円（同5.8％増）となりま

した。 

（単位：百万円） 

  

② 装置事業 

 液晶パネル製造装置は、液晶パネルメーカーの設備投資抑制により受注は前年同期を下回りましたが、大型ガラ

ス基板対応装置を中心として検収が進み、売上は前年同期を大きく上回りました。  

 この結果、装置事業の売上高は19億74百万円（同8.8倍）、営業損失は前年同期比７億80百万円改善したものの

１億69百万円となりました。 

（単位：百万円） 

  

 なお、セグメント間の取引につきましては、相殺消去しておりません。 

第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

２【経営上の重要な契約等】

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

  前第１四半期 当第１四半期 増減額 増減率 

売上高  17,595  17,451  △144 ％ △0.8

営業利益  2,817  2,981  163 ％ 5.8

  前第１四半期 当第１四半期 増減額 増減率 

売上高  225  1,974  1,749 倍 8.8

営業損失(△)  △950  △169  780 － 
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(2）財政状態の分析 

 当第１四半期連結会計期間末の資産合計は、1,453億43百万円で、前連結会計年度末に比べ17億42百万円減少い

たしました。 

 流動資産は10億57百万円減少いたしましたが、これは受取手形及び売掛金が４億21百万円増加したものの、流動

資産のその他が９億50百万円、たな卸資産が３億19百万円、現金及び預金が１億98百万円、それぞれ減少したこと

が主な要因であります。 

 固定資産につきましては６億85百万円減少いたしましたが、これは減価償却の進行により有形固定資産が６億19

百万円、無形固定資産が32百万円、長期前払費用の減少等により投資その他の資産のその他が40百万円、それぞれ

減少したことが主な要因であります。 

 負債合計は、259億34百万円で、前連結会計年度末に比べ25億82百万円減少いたしましたが、これは前受金の減

少等により流動資産のその他が12億44百万円、賞与引当金が８億１百万円、支払手形及び買掛金が５億５百万円、

それぞれ減少したことが主な要因であります。 

 純資産合計は、1,194億８百万円で、前連結会計年度末に比べ８億40百万円増加いたしましたが、これは配当金

の支払８億10百万円があったものの、四半期純利益13億７百万円の確保や、その他包括利益累計額の増加２億70百

万円があったことが主な要因であります。 

 この結果、当第１四半期連結会計期間末の自己資本比率は81.0％となりました。 

   

(3）事業上及び財務上の対処すべき課題  

 当第１四半期連結累計期間において、当企業集団の事業上および財務上の対処すべき課題に重要な変更および新

たに生じた課題はありません。 

 なお、当社は財務および事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針を定めており、その内容等

（会社法施行規則第118条第３号に掲げる事項）は次のとおりであります。 

 ① 基本方針の内容  

 当社は、当社の財務および事業の方針の決定を支配する者は、当社の財務および事業の内容や当社の企業価値の

源泉を十分に理解し、当社株主共同の利益および当社企業価値を持続的に確保・向上させていくことを可能とする

者である必要があると考えております。  

 当社の企業価値の源泉であるステークホルダーとの関係や事業特性を十分に理解することなく、当社株式等の大

規模な買付行為を行った後の当社の経営方針の安易な変更やいわゆる焦土化経営等により、ステークホルダーとの

良好な関係が破壊され、技術資源や新技術が流出することは、当社株主共同の利益および当社企業価値を著しく毀

損することとなりますため、これにつながる当該買付行為を行い、または行おうとする者は、当社の財務および事

業の方針の決定を支配する者として不適切と考えております。  

当社取締役会は、当該買付行為に際し、当社株式等を売却するか否かは、最終的には、当社株式等を保有する株主

の皆様のご判断に委ねられるべきものであると考えておりますが、当社の事業特性を十分に理解することなく当社

の企業価値を向上させることは困難でありますので、株主の皆様が当該買付行為を評価する際、当該買付行為を行

い、または行おうとする者から一方的に提供される情報のみならず、現に当社の経営を担い当社の事業特性を十分

に理解している当社取締役会の当該買付行為に対する評価・意見等も含めた十分な情報が適時・適切に株主の皆様

へ提供されることが極めて重要になるものと考えております。  

こうした考えの下、当社取締役会は、当該買付行為が行われる際に、当該買付行為に応じるべきか否かを株主の皆

様が判断し、あるいは当社取締役会が代替案を提示するために必要な情報や期間を確保し、株主の皆様のために、

当該買付行為を行い、または行おうとする者と交渉を行うことなどを可能とする仕組みを設け、当該買付行為が当

社株主共同の利益および当社企業価値を著しく損なうと判断される場合等には、法令および当社定款の許容する限

度において相当と判断した対抗措置をとることが、株主の皆様から負託された当社取締役会としての責務であると

考えております。  

 ② 基本方針の実現に資する特別な取組み  

（イ）企業価値向上への取組み  

 当社は、当社株主共同の利益および当社企業価値の持続的な確保・向上を図るため、当社のコアコンピタンス

（競合他社が真似できない核となる競争能力）を活用した既存事業の拡大を行うとともに、新規事業をこれまで

以上に強力に創出することに努めております。この実現に向けて、他企業との事業提携等を積極的に検討・推進

し、既存事業においては収益向上と競争力強化を図り、将来を担う新規事業においては経営資源を積極的に投下

し、早期の新規事業創出と育成に努めております。  
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（ロ）コーポレート・ガバナンスについて  

 当社は、「技術のたゆまざる研鑽」、「製品の高度化」、「社会への貢献」、「自由闊達」の４つの経営理念

の下、「当社のコアコンピタンスを強化し既存事業の拡大を行うとともに、新規事業を創出することにより、ス

テークホルダーから高い信頼を寄せられる企業を目指す」という経営ビジョンを掲げ、株主の皆様をはじめ、多

くのステークホルダーに共通する利益の実現ならびに企業価値の向上につなげるべく、この経営ビジョンの実現

に向けて、経営の透明性、健全性ならびに意思決定の迅速化等による効率性の確保を目的としたコーポレート・

ガバナンスの充実を経営上の重要課題の一つと位置づけております。  

 こうした考えの下、当社は、経営環境の変化に迅速に対応するとともに、事業年度における取締役の経営責任

を明確にするため、取締役の任期を２年から１年に短縮する一方、独立性を有する社外取締役の選任や執行役員

制度の導入により経営監督機能の強化や意思決定の迅速化を図るなど、コーポレート・ガバナンスの強化に努め

ております。  

 ③ 基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務および事業の方針の決定が支配されることを防止するため

の取組み  

 基本方針に照らして不適切な者により当社の財務および事業の方針が決定されることや、当社株主共同の利益お

よび当社企業価値を著しく毀損することにつながる当社株式等の大規模な買付行為を防止し、当該買付行為が行わ

れる際に、株主の皆様が応じるか否かについて適切に判断できるようにするため、「当社株式等の大規模買付行為

への対応方針（買収防衛策)」（以下、「買収防衛策」といいます。）を導入しております。  

 買収防衛策におきましては、当該買付行為を行い、または行おうとする者（以下、「大規模買付者」といいま

す。）が当該買付行為に先立ち、当社取締役会に対して必要かつ十分な情報を提供し、それに基づき当社取締役会

が当該買付行為について検討・評価を行うための期間を設け、かかる期間が経過した後に当該買付行為が開始され

るという大規模買付ルールを定めております。  

 当社取締役会は、大規模買付者に対してこの大規模買付ルールの遵守を求め、大規模買付ルールに則り必要かつ

十分な情報を受領した場合には、その内容を吟味し、当社取締役会としての見解を適時・適切に開示し、買付提案

の受入れまたは代替案の提示等、その見解に基づく対応をとることといたします。また、大規模買付者が大規模買

付ルールを遵守しない場合や、大規模買付ルールを遵守した場合であっても当該買付行為が当社株主共同の利益お

よび当社企業価値を著しく損なうと判断される場合には、一定の対抗措置をとることができますが、その発動にあ

たりましては、当社取締役会から独立した組織である特別委員会の勧告を最大限尊重するなど、判断の公平さを担

保するための手続きを経る仕組みを設けております。   

 ④ 上記取組みに対する当社取締役会の判断およびその判断に係る理由  

（イ）上記②の取組みに対する当社取締役会の判断およびその判断に係る理由  

 上記②の取組みにつきましては、当社株主共同の利益および当社企業価値を持続的に確保・向上させるために

実施しているものでありますので、基本方針に沿うものであり、かつ、当社株主共同の利益を損なうものではな

いと考えております。また、コーポレート・ガバナンスの強化により取締役の経営責任の明確化等を図っている

ことから、当社役員の地位の維持を目的とするものではないと考えております。  

（ロ) 上記③の取組みに対する当社取締役会の判断およびその判断に係る理由  

 上記③の取組みにつきましては、以下の理由により、基本方針に沿うものであり、当社株主共同の利益を損な

うものではなく、かつ、当社役員の地位の維持を目的とするものではないと考えております。  

● 買収防衛策に関する指針の要件を全て充足していること  

 買収防衛策は、経済産業省および法務省が平成17年５月27日に公表した「企業価値・株主共同の利益の確

保又は向上のための買収防衛策に関する指針」に定める３原則（企業価値・株主共同の利益の確保・向上の

原則、事前開示・株主意思の原則、必要性・相当性確保の原則）を充足しており、かつ、企業価値研究会が

平成20年６月30日に公表した「近時の諸環境の変化を踏まえた買収防衛策の在り方」の内容を踏まえており

ます。 

● 当社株主共同の利益および当社企業価値の確保・向上の目的をもって継続されるものであること  

 買収防衛策は、当社株式等の大規模な買付行為が行われる際に、当該買付行為に応じるべきか否かを株主

の皆様が判断し、あるいは当社取締役会が代替案を提示するために必要な情報や期間を確保し、株主の皆様

のために大規模買付者と交渉を行うことなどを可能とすることにより、当社株主共同の利益および当社企業

価値を確保・向上させるという目的をもって継続されたものであります。なお、買収防衛策の継続につきま

しては、平成21年６月25日開催の第79回定時株主総会においてご承認いただいております。  

● 株主意思を重視するものであること  

 買収防衛策は、第79回定時株主総会においてご承認いただいたうえで継続されたものであります。また、

その後の当社株主総会において変更または廃止の決議がなされた場合には、買収防衛策は当該決議に従い変

更または廃止されることとなります。従いまして、買収防衛策の継続、変更および廃止には、株主の皆様の

ご意思が十分反映される仕組みとなっております。  
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● 独立性の高い社外者の判断を重視し、その判断の概要について情報開示を行うこと  

 当社は、買収防衛策の導入にあたり、当社株式等の大規模な買付行為への対抗措置の発動等に関する取締

役会の恣意的な判断を排し、取締役会の判断および対応の客観性および合理性を確保することを目的として

特別委員会を設置しております。特別委員会は、当社の業務執行を行う経営陣から独立し、当社および当社

取締役との間に特別の利害関係を有していない社外者の中から選任された委員で構成され、当社取締役会

は、その判断に際して特別委員会の勧告を最大限尊重することとしております。  

 また、当社は、特別委員会の判断の概要について株主および投資家の皆様に適時・適切に情報開示を行う

こととし、当社株主共同の利益および当社企業価値の確保・向上に資するよう買収防衛策の透明な運営が行

われる仕組みを確保しております。  

● 合理的かつ客観的な発動要件を設定していること  

 買収防衛策は、合理的かつ客観的な発動要件が充足されなければ発動されないように設定されており、当

社取締役会による恣意的な発動を防止するための仕組みを確保しております。  

● デッドハンド型およびスローハンド型の買収防衛策ではないこと  

 買収防衛策は、当社株主総会で選任された取締役で構成される取締役会により、いつでも廃止することが

できるものとしております。従いまして、買収防衛策は、デッドハンド型の買収防衛策（取締役会の構成員

の過半数を交代させても、なお発動を阻止できない買収防衛策）ではありません。  

 また、当社は、取締役の任期を１年としており、取締役選任議案に関する議決権行使を通じ、買収防衛策

の継続、買収防衛策に基づき取締役会決議により発動された対抗措置に対し、株主の皆様の意思が反映でき

ることとしているため、買収防衛策は、スローハンド型の買収防衛策（取締役会の構成員の交代を一度に行

うことができないため、その発動を阻止するのに時間を要する買収防衛策）でもありません。 

  

(4）研究開発活動  

 当第１四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、14億57百万円であります。 

 なお、当第１四半期連結累計期間において、当企業集団の研究開発活動の状況に重要な変更はありません。 
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①【株式の総数】 

   

②【発行済株式】  

  

  

該当事項はありません。 

  

  

該当事項はありません。 

  

  

該当事項はありません。 

  

  

   

  

 当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。 

  

   

第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

種類 発行可能株式総数(株) 

普通株式  197,000,000

計  197,000,000

種類 
第１四半期会計期間末 

現在発行数(株) 
(平成23年６月30日) 

提出日現在
発行数(株) 

(平成23年８月10日) 

上場金融商品取引所名
または登録認可金融商

品取引業協会名 
内容

普通株式  46,600,000  46,600,000
 東京証券取引所 

 (市場第一部) 

 権利内容に何ら限定の

ない当社における標準

となる株式で、単元株

式数は100株でありま

す。 

計  46,600,000  46,600,000 － － 

（２）【新株予約権等の状況】

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

（４）【ライツプランの内容】

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
（株） 

発行済株式
総数残高
（株） 

資本金増減額
  

（百万円） 

資本金残高
  

（百万円） 

資本準備金 
増減額 

（百万円） 

資本準備金
残高   

（百万円） 

 平成23年４月１日～ 

 平成23年６月30日 
―  46,600,000  ―  14,640 ―  15,207

（６）【大株主の状況】
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    当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日(平成23年３月31日)に基づく株主名簿による記載をしており

ます。 

  

①【発行済株式】                                

 (注) 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式28株を含めております。 

                                               

②【自己株式等】 

  

  

該当事項はありません。  

  

  

  

   

（７）【議決権の状況】

  平成23年６月30日現在

 区分  株式数(株)  議決権の数(個)  内容 

 無議決権株式 ―  ―  ― 

 議決権制限株式(自己株式等) ―   ―  ― 

 議決権制限株式(その他)  ―  ―  ― 

 完全議決権株式(自己株式等) 

 (自己保有株式) 

 普通株式 

 1,595,200

 ―  単元株式数100株 

 完全議決権株式(その他) 
 普通株式 

 44,978,500
 449,785  同上 

 単元未満株式 
 普通株式 

 26,300
 ―  １単元（100株）未満の株式 

 発行済株式総数  46,600,000  ―  ― 

 総株主の議決権  ―  449,785  ― 

  平成23年６月30日現在

所有者の氏名    
または名称 

所有者の住所
自己名義  
所有株式数 

(株) 

他人名義  
所有株式数 

(株) 

所有株式数  
の合計   
(株) 

 発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％) 

 (自己保有株式)     

東京応化工業株式会社 

 神奈川県川崎市中原区  

中丸子150番地 
 1,595,200      ―  1,595,200  3.42

 計  ―  1,595,200  ―  1,595,200  3.42

２【役員の状況】
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１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号。）に基づいて作成しております。 

  

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第１四半期連結会計期間（平成23年４月１日から

平成23年６月30日まで）および当第１四半期連結累計期間（平成23年４月１日から平成23年６月30日まで）に係る四

半期連結財務諸表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。  

   

第４【経理の状況】
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１【四半期連結財務諸表】 
（１）【四半期連結貸借対照表】 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(平成23年３月31日) 

当第１四半期連結会計期間 
(平成23年６月30日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 48,024 47,825

受取手形及び売掛金 21,309 21,731

商品及び製品 13,760 13,672

仕掛品 3,191 2,947

原材料及び貯蔵品 3,305 3,317

その他 4,306 3,355

貸倒引当金 △97 △108

流動資産合計 93,799 92,742

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 15,634 15,417

その他（純額） 14,781 14,379

有形固定資産合計 30,415 29,796

無形固定資産 257 225

投資その他の資産   

長期預金 14,000 14,000

その他 9,226 9,186

貸倒引当金 △614 △607

投資その他の資産合計 22,612 22,578

固定資産合計 53,285 52,600

資産合計 147,085 145,343
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（単位：百万円）

前連結会計年度 
(平成23年３月31日) 

当第１四半期連結会計期間 
(平成23年６月30日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 8,415 7,910

未払法人税等 442 363

賞与引当金 1,504 703

その他 16,049 14,805

流動負債合計 26,412 23,782

固定負債   

退職給付引当金 1,211 1,222

その他 894 930

固定負債合計 2,105 2,152

負債合計 28,517 25,934

純資産の部   

株主資本   

資本金 14,640 14,640

資本剰余金 15,207 15,207

利益剰余金 91,933 92,431

自己株式 △2,929 △2,929

株主資本合計 118,852 119,350

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 953 988

為替換算調整勘定 △2,896 △2,660

その他の包括利益累計額合計 △1,942 △1,672

少数株主持分 1,657 1,729

純資産合計 118,567 119,408

負債純資産合計 147,085 145,343
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】 
【四半期連結損益計算書】 
【第１四半期連結累計期間】 

（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成23年６月30日) 

売上高 17,805 19,403

売上原価 12,190 12,925

売上総利益 5,614 6,478

販売費及び一般管理費 ※1  4,493 ※1  4,373

営業利益 1,121 2,104

営業外収益   

受取利息 23 21

受取配当金 68 61

持分法による投資利益 14 51

その他 75 107

営業外収益合計 181 242

営業外費用   

為替差損 96 21

支払補償費 39 －

その他 34 7

営業外費用合計 169 29

経常利益 1,133 2,318

特別利益   

固定資産売却益 6 2

貸倒引当金戻入額 69 －

その他 0 －

特別利益合計 77 2

特別損失   

固定資産除却損 30 17

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 74 －

その他 125 4

特別損失合計 230 22

税金等調整前四半期純利益 980 2,298

法人税、住民税及び事業税 199 167

過年度法人税等 ※2  △114 －

法人税等調整額 274 779

法人税等合計 360 946

少数株主損益調整前四半期純利益 620 1,352

少数株主利益 31 44

四半期純利益 588 1,307
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【四半期連結包括利益計算書】 
【第１四半期連結累計期間】 

（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成23年６月30日) 

少数株主損益調整前四半期純利益 620 1,352

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △457 34

為替換算調整勘定 181 258

持分法適用会社に対する持分相当額 △8 5

その他の包括利益合計 △284 298

四半期包括利益 335 1,650

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 262 1,578

少数株主に係る四半期包括利益 73 72
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 当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書および前第１四半期連結累計期間に係る四半期

連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半期連結累計期間に係る減価償却費（無形固定資産

に係る償却費を含む。）は次のとおりであります。  

  

Ⅰ 前第１四半期連結累計期間（自 平成22年４月１日 至 平成22年６月30日） 

配当に関する事項 

配当金支払額 

  

Ⅱ 当第１四半期連結累計期間（自 平成23年４月１日 至 平成23年６月30日） 

配当に関する事項 

配当金支払額 

【追加情報】

当第１四半期連結累計期間
（自 平成23年４月１日 
至 平成23年６月30日） 

（会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準等の適用） 

 当第１四半期連結会計期間の期首以後に行われる会計上の変更および過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及び誤

謬の訂正に関する会計基準」（企業会計基準第24号 平成21年12月４日）および「会計上の変更及び誤謬の訂正に関す

る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第24号 平成21年12月４日）を適用しております。 

【注記事項】

（四半期連結損益計算書関係）

前第１四半期連結累計期間 
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年６月30日） 

当第１四半期連結累計期間 
（自 平成23年４月１日 
至 平成23年６月30日） 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。 

  

※２ 過年度法人税等は、移転価格税制に基づく更正処分

に対する、国税不服審判所の裁決による法人税等還

付額であります。  

保管・運送費 百万円606

給料手当 百万円981

賞与引当金繰入額 百万円278

退職給付引当金繰入額 百万円109

減価償却費 百万円517

  

─────────────── 

保管・運送費 百万円586

給料手当 百万円961

賞与引当金繰入額 百万円306

退職給付引当金繰入額 百万円86

減価償却費 百万円461

（四半期連結キャッシュフロー計算書関係）

前第１四半期連結累計期間 
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年６月30日） 

当第１四半期連結累計期間 
（自 平成23年４月１日 
至 平成23年６月30日） 

  減価償却費            百万円 1,083   減価償却費             百万円 920

（株主資本等関係）

決議 株式の種類 
配当金の総額

（百万円） 

 １株当たり 

配当額 

（円） 

基準日 効力発生日  配当の原資

 平成22年６月25日

 定時株主総会 
普通株式 675  15 

平成22年 

３月31日 

平成22年 

６月28日 
利益剰余金 

決議 株式の種類 
配当金の総額

（百万円） 

 １株当たり 

配当額 

（円） 

基準日 効力発生日  配当の原資

 平成23年６月28日

 定時株主総会 
普通株式  810  18

平成23年 

３月31日 

平成23年 

６月29日 
利益剰余金 

－ 14 －



Ⅰ 前第１四半期連結累計期間（自 平成22年４月１日 至 平成22年６月30日） 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報  

（注）１．セグメント利益または損失(△)の調整額 百万円には、各報告セグメントに配分していない全

社費用 百万円が含まれており、これは主に報告セグメントに帰属しない一般管理費でありま

す。 

   ２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 

  

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報  

 該当事項はありません。 

  

Ⅱ 当第１四半期連結累計期間（自 平成23年４月１日 至 平成23年６月30日） 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報  

（注）１．セグメント利益または損失(△)の調整額 百万円には、各報告セグメントに配分していない全

社費用 百万円が含まれており、これは主に報告セグメントに帰属しない一般管理費でありま

す。 

   ２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 

  

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報  

 該当事項はありません。 

  

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

  (単位：百万円）

  

報告セグメント
調整額 
（注）１ 

四半期連結
損益計算書 
計上額 
（注）２ 

材料事業 装置事業 計

売上高           

外部顧客への売上高  17,595  209  17,805  －  17,805

セグメント間の内部
売上高または振替高 

 －  16  16  △16  －

計  17,595  225  17,821  △16  17,805

セグメント利益または

損失(△) 
 2,817  △950  1,866  △745  1,121

△745

△745

  (単位：百万円）

  

報告セグメント
調整額 
（注）１ 

四半期連結
損益計算書 
計上額 
（注）２ 

材料事業 装置事業 計

売上高           

外部顧客への売上高  17,451  1,952  19,403  －  19,403

セグメント間の内部
売上高または振替高 

 －  22  22  △22  －

計  17,451  1,974  19,426  △22  19,403

セグメント利益または

損失(△) 
 2,981  △169  2,811  △706  2,104

△706

△706

－ 15 －



 １株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 （注） 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

  

  

 該当事項はありません。   

（１株当たり情報）

  
前第１四半期連結累計期間
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年６月30日） 

当第１四半期連結累計期間
（自 平成23年４月１日 
至 平成23年６月30日） 

(1）１株当たり四半期純利益 円 13.08 円 29.06

（算定上の基礎）     

四半期純利益金額（百万円）  588  1,307

普通株主に帰属しない金額（百万円）  －  －

普通株式に係る四半期純利益金額（百万円）  588  1,307

普通株式の期中平均株式数（千株）  45,005  45,004

２【その他】

－ 16 －



 該当事項はありません。 

  

  

第二部【提出会社の保証会社等の情報】

－ 17 －



  

  

  

  

   

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。 

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。   

  独立監査人の四半期レビュー報告書   

平成23年８月５日

東 京 応 化 工 業 株 式 会 社 

  取  締  役  会  御中  

有限責任監査法人 トーマツ 

  
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員  公認会計士 小 島 洋太郎  印 

  
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員  公認会計士 鈴 木 登樹男  印 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている東京応化工業株

式会社の平成23年４月１日から平成24年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成23年４月１日から

平成23年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成23年４月１日から平成23年６月30日まで）に係る四半期連結

財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半

期レビューを行った。 

  

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任 

 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 

  

監査人の責任  

 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。 

 四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。 

 当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。 

  

監査人の結論  

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、東京応化工業株式会社及び連結子会社の平成23年６月30日現在の財政

状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての

重要な点において認められなかった。 

  

利害関係 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

   

以 上 




